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井 上 善 博
成功し続けている組織は，失敗しやすい組織でもある。強い組織文化によって，成功し
ている組織の構成員は，同じ価値観や行動規範を共有するようになる。しかし，その強い
組織文化が社会規範の変化に遅れをとると，組織の失敗という現象が生じる。社会にとっ
て価値を生まない，あるいは社会に危機をもたらす意識が組織の失敗につながる。この組
織の失敗を自省し，賢明な信頼を構築することが組織機能を正常化させる。信頼は組織の
道徳的社会秩序にかんする期待から生まれる。組織がこの期待に応えることで，その負の
イメージが払拭される。さらに，賢明な信頼を社会と共感しあえる組織は業績の向上やイ
ノベーションによって，組織能力を増強することができる。
．は じ め に
日本の技術的優秀さを象徴する企業において，組織の失敗が明らかになっている。これま
で，重大インシデントがなく運行されてきた日本の新幹線で，2017年の12月にのぞみ号が博
多駅から名古屋駅の間で床下の機器不良のまま運行し続けた。小倉駅を出発した時点で乗客
か異変を感じており，岡山駅で点検した検査員は床下の異状を認識していた。そのような事
態にもかかわらず，新大阪駅で東海道新幹線を運行する別の鉄道会社にその情報が伝達され
ず，結果として名古屋まで亀裂破断まで数センチのまま，のぞみ号は運行された。新大阪で
運行を引き継いだ山陽新幹線の運行司令部では，列車の遅れを極力出さないようにという意
識が強かったようだ。
命を運ぶ鉄道会社として山陽新幹線を運行する企業の組織的な安全機能は麻痺していた。
定時運行が組織的な優先課題となり，安全という最も重要な意識が欠けていた。この鉄道会
社は，2005年月に福知山線で通勤列車の脱線事故を起こしている。その時のこの企業の言
い訳は，乗換駅での列車接続に支障がでないよう，遅れの回復を優先したという趣旨の見解
であった。結果として，数分の焦りによって107名もの命が奪われ，500人を超える乗客が負
傷してしまった。
2017年の新幹線のぞみ号での危機的運行は，12年前の事故の教訓を軽んじた組織の失敗で
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あるといえよう。このように組織が有効に機能せず，社会に対して悪影響を与えてしまう事
象を組織の失敗と呼ぶことにしよう。組織の構成員が総じて価値を見出す思考，配慮や行動
を組織文化というが，この組織文化が社会に対して良い影響を与えれば，組織文化は機能す
る。風通しのよい組織文化，品質を重視する組織文化，ステークホルダーを大事にする組織
文化，従業員を大事にする組織文化などは，好ましい組織文化といえるだろう。それらに対
して，上述した鉄道会社の命よりも時間を優先するとことを，全社員が好ましい意識として
共有していて，定時運行のみに価値を見出していると，組織の失敗が起きてしまう。
組織のリーダーがそれまでの意識を変えず，つのことに固執し続ければ，その意識が組
織全体に伝承される。その意識が社会にとって価値を生むものであれば，組織文化が機能し
ているのである。その一方で，社会にとって価値を生まない，あるいは社会に危機をもたら
す意識は，組織の失敗につながる。新幹線の安全運行を世界にアピールしている日本にとっ
て，今回の危機的事象はマイナス要因となってしまう。時速300㎞で疾走している新幹線車
両は，メカニカルな疲労を抱えていく。そのメカニカルな危機を未然に防ぐのが人の眼力で
あり，その力があってこそ，信頼されるマネジメントが実践されうる。
本稿では，まず，組織の失敗を防ぐことを目標にする，信頼される経営力について考察し
ていく。信頼を構成する要素は何かにいて考察するとともに，信頼が組織の経営力を強化す
ることを述べていく。人間には他者を信頼しようとする傾向または願望，つまり信頼性向が
ある。人はもともと善人であるという性善説に基づくと，人の集まり，つまり組織機構は善
なる行動をするということを社会は期待している。この期待に応えることで，社会における
組織の認知度やレピュテーションは向上する。信頼の構築こそ，組織が存続するための基盤
となる。
しかし，信頼されることを実践する行動がなぜか失敗する。この失敗の要因は何かについ
て 3-1 ，3-2 で考察したい。組織が失敗する要因には合理的な側面があり，すなわち人の限
定合理性が組織の不条理を導く。つまり，合理的に不条理が生み出されるということが組織
の失敗に結びつくのである。のぞみ号の失敗においても，定時運行したいという運行指令本
部の限定合理性が信頼とは反対の結果を生み出した。
4-1 ，4-2 では，より積極的に社会との信頼構築を目指すマネジメントの方向性について
考察したい。まずは，モラル・エコノミーの視点から，誠実な経営の起源について論じた
い。ここでは，誠実な経営者は何に動機づけられ，信頼されるマネジメントを実践していく
のかについて注目する。経営者には利己的経営者と社会共生型経営者がいる。前者は自分の
身分を守り，金銭的インセンティブに従って経営している。これからは，社会共生型経営者
が求められており，ESG経営が現代企業経営の基軸となってくる。Eは Environment，S
は Society，Gは Governanceを意味している。地球環境を考慮し，持続可能な社会と組織
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を構築し，自己統治できる経営が信頼のマネジメントを紡ぐ大要素となっている。
．信頼の意義
2-1 どのように信頼を構築するのか
信頼（trust）という概念はどのような意味を含んでいるのであろうか。齋藤（2014）に
よれば，信頼は最広義には，道徳的社会秩序に対する期待を意味する。この道徳的社会秩序
に対する期待は，相手の能力に対する期待と相手の意図に対する期待に分けることができ
る
1)
。相手の能力にかんしては，社会関係や社会制度の中でかかわる相手が，役割を遂行す
る能力をもっているという期待である。新幹線が時速300㎞で安全走行できる能力をもって
いて，新幹線を運行する組織が道徳的な社会秩序を守ると期待されるとき，信頼が生まれ
る。何度も事故を起こし，多大な人的被害を起こすだろうと推測される組織は信頼を得られ
ない。そのため，技術的な能力と組織的な能力の両方が信頼獲得にとって必要になる。
もう一方の期待は，相互関係にある相手が信託された責務や責任を果たすこと，そのため
に，場合によっては自分の利益よりも他者の利益を尊重できるかという期待である。やれる
と言ったことをやり遂げることができるかという期待が信頼の第の意味である。
信頼と似た概念として信認（confidence）がある。信認とは相手を信じて事を任せること
である。信認は，私的信認と社会的信認に分けることができる
2)
。私的信認の本質におい
て，委託を受けた者は，相互関係の中で信認者の利益を最優先しなくてはならない。この信
認関係によって，現代株式会社における機関およびそのガバナンスを説明することができ
る。信認関係において，当事者の一方（信認者）は，他方に信認を置き，信認された側の受
認者は信認義務を負う。そして受認者は信認者の利益のために行動しなければならない
3)
。
信認者が株主や顧客で，受認者が企業経営者とすれば，企業経営者は，信認者たる株主およ
び顧客に対して忠実義務を果たさなくてはならない。さらに，受認者は，必要とされる注意
を払い，合理的で思慮ある判断をしなくてはならないという善管注意義務を負う。
図 2-1 で示されている者関係において，この信認関係が成立するためには，信認者の受
認者に対する信頼が必要になってくる。ある企業に投資しようとする人（信認者）は，受認
者たる企業経営者が道徳的社会秩序に反しない行動をとると期待する。その期待が信頼とな
り，信頼が現代株式会社制度の者関係を成り立たせている。契約ではなく，自発的な忠実
義務と善管注意義務に期待して構築される法的関係性を信認法理という
4)
。
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1) 信頼のつの意味については，齋藤（2014），25ページを参照した。
2) 同上書，47ページ。
3) 同上書，49ページ。
4) 同上書，49ページ。
社会的信認は，社会を構築する集団の暗黙の合意，承認として成立する関係性である。社
会の構成員の中で，漠然とした期待ではなく，ある事柄について信じて疑わないという，共
通の認識から生まれてくる認識が社会的信認である。社会構成員が信じて疑わない貨幣や通
貨に対する期待は社会的信認である。具体的には，ATMなどによる決済システムや金融政
策当局に対する信認が社会的信認である。振り込んだ金銭が，必ず相手に届くということ
は，必ずしも確定的ではない。しかし，大部分の人々は，ATMで相手の口座番号を ATM
で入力し，金銭を送金している。このような行動は，決裁システムや金融機関に対する信認
に基づいている。
信頼は，以上考察したように相手の期待に応える能力と実行する意図があるということに
よって構築される。契約とは違い，漠然とした期待や既存の社会的合意として構築されてき
た期待が信頼となって，企業経営および社会における多様な経済活動を円滑にしている。な
ぜ，信頼が経済活動において当然のような通用しているのか。それは，契約という法的関係
性を結ぶことの煩雑さによる。契約とは，相対立する約束を基礎として権利・義務関係が成
立する法的関係である。相対立する意思表示と行動が合致することが契約の基本である。こ
のような関係において，法的拘束力が発生するのである
5)
。契約上の権利義務関係は，信頼
によって担保することも可能である。ただし，受認者が委認者の期待に十分に応えるという
ことが必須である。ATMで金銭を送金する場合，我々は銀行と細かな契約は結びない。そ
こには，銀行に対する信頼があるからだ。また，我々が交通機関を利用する場合，運行会社
と細かな取り決めを結ばない。ここでもまた，運行会社が安全な移動を実行するであろうと
いう期待が多くの人の心に芽生える。ゆえに，銀行にしても，交通機関にしても，期待に応
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5) 内田（1990），14-16ページ。
図 2-1 社会の中で構築される信認関係
経営者
株主 顧客
信頼
信認者
受認者
(出所) 筆者作成。
えなければ信頼が失墜するのは明らかだ。仮想通貨市場で580億円相当の通貨が不正アクセ
スによって消失したという事象は，ネット上の安全対策をとっていなかったという，信認者
への背信行為に起因する。また，多くの大学生が犠牲となった軽井沢のスキーツアーバスの
転落事故では，運行会社や運転手が健康や能力にかんする期待に応えられなかったのであ
る。このように契約社会ではない日本において，信頼を着実に強化していくことが社会にお
いて求められている企業のマネジメント軸となる。
組織に対する信頼には，表に出てくる信頼もあれば，コツコツと蓄えられ，組織能力とし
て機能する信頼もある。両方とも現代企業のマネジメントにとって必要な資質であり，それ
が組織強化の大きな支えとなる。信頼される組織にしようとする経営者や従業員は，社会に
おいて重い責務を負っていることに気づかなければならない。経営にかかわるものが，責務
に気づくことで，組織としての存在意義が明確になってくる。
2-2 スマート・トラスト
厚い信頼は，組織のパフォーマンスを高めて，繁栄の拡大を実現する力となる。繁栄の拡
大とは，単純に，売上や利益の増加，経済的波及効果や業績の向上を意味する
6)
。信頼を考
慮しない自由経済，つまり，すべての人間が自分の利得の獲得目的のみに従って行動する経
済活動においては，社会的関係を構築する相手の行動が不明確になる。つまり，相手がやる
といったことを絶対やるという確約がないので，その不確実性を回避するために取引コスト
が発生する。その結果，信頼が構築されているときよりも，純粋な自由経済は，コストや不
信感を生みだし，組織そして経済の繁栄はそれほど実現されない。組織の資金調達において
も，組織への信頼がなかったら，資金の融資は行われない。貸しても戻ってこないという不
信感から，資金の流れが停滞する。結果とて，組織の資金繰りそして，経済活動の活力に対
して，不信感が大きな影響を与えるのである。
さらに信頼は活力に影響を与える。活力とは，肉体的，情緒的なエネルギーだけではな
く，エンゲージメント，創造性，健康という広い意味をもつ
7)
。信頼していない人と仕事や
会話をすると，自分の活力が失われるのは当然である。強い信頼関係によって組織が生み出
す並外れた活力と，そうでない組織における心をすり減らすような緊張は対称的で，この
つの組織力の格差はとても大きい。表 2-1 に示すように，信頼があるかないかで，人の行
動，人の精神は極端に乖離し，その乖離は組織の効率性と不効率性に大きな影響を与える。
以下では，人以上で構成され，共通目的を持ち，貢献意欲を持ち，情報共用されている共
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6) Stephen, M. R. Covey, Gerg Link & R. R. Merrill（2012)，邦訳，24ページ。
7) 同上邦訳，26ページ。
同体を単純に組織，具体的には軍隊組織，企業組織と記す。
特に，組織における信頼関係が大きく影響を与える要素が，エンゲージメントとイノベー
ションである
8)
。信頼の有無がエンゲージメントに現れるのが人間関係である。部下の上司
に対する信頼，逆に上司の部下に対する信頼，従業員全体の組織に対する信頼は，エンゲー
ジメントを促進させる。信頼とエンゲージメントは相互関係にあり，信頼が高まればエンゲ
ージメントが増し，さらにエンゲージメントが活発になれば信頼も増すのである。
もうつの信頼の効果がイノベーションである。イノベーションは異なる意見の健全な衝
突から生まれる。衝突における考えの差異が大きいほど，そこに秘められた可能性や実用性
も大きくなる。このような意見の衝突において信頼がなければ，不満や緊張のみが増大し，
前向きな結果を期待することはできない。つまり，人が互いに信頼しあっているときには，
互いの差異を尊重し，その差異を団結力に結びつけようとする作用が働く，一方で，お互い
を信頼できないときには，相互不信が生まれ，組織内のストレスが増大する。
そして，信頼は健康にも影響するという見解もある
9)
。他者を信頼できる人は長生きし
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8) 同上邦訳，27ページ。
9) 同上邦訳，31ページ。
表 2-1 信頼と不信のキーワード
(出所) Stephen, M. R. Covey, Gerg Link & R. R.
Merrill（2012），邦訳，27ページの表をもとに
筆者作成。
安全
充実感がない有益
恐ろしい刺激的
ストレスがたまる率直
苦痛楽しい
やる気が失せる元気が出る
生産的でない生産的
不快爽快
愉快
煩雑気楽
リスクを伴う解放的
困難自由
危険
不信のキーワード信頼のキーワード
ストレスがたまる
ワクワクする イライラする
て，不信が募っている人は早死にするということが推論されている。この考え方は，表 2-1
で示した信頼のあるケースと信頼がないケースのキーワードから導きだすことができる。つ
まり，信頼のあるケースではストレスなく，多くの人が自由闊達に振る舞うことができる一
方で，信頼の無いケースでは多くの人はイライラや恐怖を感じながら生きていくことにな
る。このような要因の結果として，信頼の中で生きている人よりも他人を信頼できない人の
方の健康リスクが高くなるのである。信頼には組織の根幹として，組織を良い方向に向かわ
せる力がある。その結果とて，信頼は経済的価値を生み出すのである。その過程は次のよう
に説明できる
10)
。信頼が人の相互関係の中でどのように経済的価値を生み出すのだろうか。
信頼は多様な人々が密接につながった世界に目を向けるために必要なステップである。信頼
は人にリスクを負う力を与え，信頼がしっかりしていれば人はより高いリスクをも乗り越え
ることができる。信頼を得て，リスクを乗り越えた先には革新的な世界が広がっている。イ
ノベーションの先には製品やサービスの進歩があり，社会を豊かにし経済的価値の増加につ
ながる。そして，健康な人々が自由に経済活動をすることができるようになる。
組織は客観的で測定可能な目標を立て，その責任者が結果に対して説明責任を負う。この
ような競争社会の中で，特に利潤の確保は重要である。しかし，その利潤獲得の前提として
信頼がなくては，企業組織が社会的な責務を果たしているとは言えない。正しい価値観と倫
理規範をもって，企業が社会との信頼関係を確立することが現代マネジメントの指針にな
る。このように信頼は経済的な繁栄，究極的にはマネジメントの繁栄に密接に関連してい
る。マネジメントの繁栄に必要不可欠な信頼をスマート・トラスト（賢明な信頼）という。
2-3 信頼と組織能力
不正行為とは，完全な嘘，怠業，妨害，詐欺，破壊行為などであり，そのような行動をす
る組織に対する影響はとても大きい
11)
。不正行為のほとんどは，人徳の問題である。つま
り，誠実さの欠如と自己中心的な行為が交錯して，不正行為という組織にとって好ましくな
い結果が生まれる。
アダム・スミス（Smith, A.）は人徳をつの側面から考察している
12)
。人徳の第の側
面である善行とは思いやりや優しさが具現化した行為であり，無理やり引き出すことはでき
ない。つまり，善行は自発的な動機から生まれるので，善行の不足を理由に処罰されること
はない。無理してやらなくてよいのが善行であるが，積極的な善行は，社会による賞賛を受
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けることになる。人徳にかんする第の側面が正義である。友情，慈悲，寛容といった徳，
つまり，善行はある程度まで自主的な選択に委ねられている。しかし，正義は法律や商慣行
で遵守を義務づけられ，強制されていることを前提とした徳である。人が強制されていると
いうことに気づき，経営における多様なリスクを回避していくことこそ，それらが信頼構築
のつの条件となるであろう。この正義の侵犯が社会において明るみになる前の危機管理と
して，自己統治できる組織の心がけやリスクの認識が必要になってくる。特に自尊心の強い
人は本心から自分を過大評価し，自分が優秀だと心底信じている。このような心を自制する
には，自分自身が社会の中における一般大衆の一員であることに気づいていくことが必要で
あり，つまり，自己愛の強さを引き下げる努力が必要である。この自制という心が人徳の第
の側面である。そして，スミスは述べていないが，自省が組織の信頼向上において特に重
要である。社会から見て，組織の行動が正しいのか，改めて見つめなおすことが必要であ
る。ただし，成功している組織の構成員は，その成功の綻びが見えてこないと，誤っている
ことに気づかない。組織が破綻する前の自省がなければ，組織は失敗するのである。前述し
た鉄道会社の事例から，自省できない組織は改めて失敗することが推測される。
信頼は相手の期待する能力と意図に応えることで成立する。そのような期待に簡単には応
えることはできない。なぜならば人は利己的で，規制されるのが嫌いで，思いやりや優しさ
が経済活動の中で正当に評価されるとは限らないからである。そのため，つの人徳が評価
されるよう，組織内で道徳観や価値観を起動していくような倫理的文化を構築し，それに適
った行動をするように組織を方向づけることが重要である。
信頼される組織は以下の種類の配当（メリット）を得ることができる
13)
。第のメリッ
トは信頼されないマネジメントは獲得することができない価値である。高く信頼される組織
が手にすることができる価値は何か。信頼は価値の増加に影響を与える。信頼が常時機能し
ている組織構成員は，自分がベストであると考える方法で仕事ができる自由を重視し，優れ
たリーダーは彼らを信頼する。つまり，信頼はやる気のある社員の能力を最大限引き出すの
である。さらに信頼は顧客価値を増大させる。顧客の組織に対する期待は，信頼によって増
大しており，その期待に応えることで顧客にとっての価値は増大する。それは，技術的な価
値，迅速性という価値，そして何よりも安心という価値である。
第のメリットは成長の加速である。顧客価値が増大するということは，顧客が当該組織
を信頼していることを意味する。つまり，顧客は信頼できる組織および，その経営者や従業
員との関係性を大事にする。結果として信頼は組織にとっての財産になる。
第のメリットは，革新の促進である。高信頼組織は，そこで発展する強固なイノベーシ
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ョン文化を備えている。創造性が活発化するには，情報の共有によって，組織構成員がお互
いに切磋琢磨することが必要である。上司がリスクに責任をもつこと，間違えを受け入れる
寛容さ，協働する能力開発が信頼のマネジメントでは当たり前のように行われている。
第のメリットは協調関係の改善である。協力という概念の一歩先にある協調は，グロー
バル経済のもとで躍進を遂げる組織にとって不可欠である。多様な地域の人との関係性が協
調という大きな絆で結ばれるとき，相補的な組織が完成する。この相補性の効果は，組織内
部にとどまらず，顧客との良い関係性に及ぶ。信頼の無い協調は単なる協力であり，グロー
バルに分散する従業員や顧客の求心力を高めることが信頼性のある協調である。
第のメリットは，提携の強化である。信頼に基づいた提携取引では，余計な取引コスト
が発生しないため，相互関係にある組織間のコスト負担は低減される。一方で，契約による
ペナルティを前提とする提携関係は，相手が機会主義的行動に出るかもしれないという脅威
を前提とするので，信頼による提携よりも不安定である。そのため，細かな契約を結ばなく
ても信頼できる相手と提携した方がお互いにとってメリットが大きくなるのである。
第のメリットは実行する能力の向上である。高信頼組織は，その戦略を実行する能力が
低信頼組織よりも優れている。組織内での信頼が構築されているとすれば，その組織のリー
ダーの求心力は高く，リーダーの実行する能力が強化される。いかに優れた戦略が机上にあ
っても，その先にある実行する能力が発揮される環境がなければ，組織の発展は不透明にな
る。ゆえに，信頼によって強固な組織をつくることで，実践力や実行力が向上する。
第のメリットは忠誠心の強化である。具体的には，高信頼組織における社員の定着率が
高くなる。高信頼組織には固定客が多い。高信頼組織では，仕入れ先や卸売業者との取引関
係が長い。高信頼組織では，投資家の定着率が高い。つまり，信頼が組織のステークホルダ
ーのロイヤリティとブランド志向に大きな影響を与えている。このように，信頼によって忠
誠心が強化され，組織のイメージや競争力が強化されることになる。
さて，本節では，信頼の構築が組織の成功に結びつくということについて論じてきた。し
かし，組織が信頼を破棄して，社会にとっての不利益が組織の失敗として明るみになってい
る。次節ではこの組織が失敗することの不条理について考察していくことにする。
．組織の失敗
3-1 組織が失敗する要因
戸部ほか（1991）は，第次世界大戦で優勢であった軍隊（以下 J軍とする）が組織の失
敗によって劣勢になっていったことを分析している。J軍では初めにグランドデザインや原
理があったというよりは，現実から出発し，状況ごとあるいは場当たり的に対応し，それら
の結果を積み上げていく思考が蔓延していた。このような思考は，客観的事実の尊重と行為
2018 賢明な信頼と組織能力(井上) 279
のフィードバックのパターン化ができる状況においては有効である。しかし，J軍の参謀本
部おける情報軽視や兵站軽視の経緯から，独特の主観的なインクメリンタリズム（積み上げ
方式）に基づく組織決定が行われてきたといえる
14)
。
J軍が組織で共有されるべき戦闘に対する論理的方法論を欠いていたのに対し，敵軍の戦
闘展開プロセスは，論理実証主義の展開にほかならなかった。敵軍は，絶えず質と量の上で
安全性を確保したうえで，攻勢に出て行ったのである。数的指標が明らかに優勢になるまで
は，敵軍は対戦攻撃を避け，物量的に安全性が確保されたのち攻めに入っていた
15)
。J軍の
戦闘は，これまでうまくいったから，次も大丈夫であるという帰納的な思考から繰り返され
ていたのに対して，敵軍の戦闘には演繹的という戦闘方式の一般化があったといえる。戦闘
の方針が一般化されているということは，量と質という基準が一般化していることであり，
それは安全性という信頼に裏付けられていた。敵軍の信頼に対して，J軍の場当たり的な奇
襲攻撃には安全性という信頼はなく，経験値というあいまいな過去の蓄積しかなかった。敵
軍の戦略プランが周到に構築されたコンティンジェンシープラン，つまり，ダブルスタンス
タンダードであるのに対し，J軍のそれは，状況によっていろいろと変わっていくローリン
グプランであった。
必至の信念で突き進む精神論の J軍に対して，確実な防御線を構築して，そこから後退し
ていく敵軍を比較すると，長い戦闘の中で前者は量的及び質的にも疲弊し，後者は，着実に
陣地を固めつつ，疲弊の程度は限定的となった。J軍における組織の失敗のつの要因は，
良い経験（勝ち進んでいった経験）と強い精神主義によって，組織構成員の量的及び質的喪
失が大きくなってしまったことである。J軍が優勢な状況において，その勝因を分析し，戦
闘の一般化という振り返りが J軍には必要であった。自省が安全な戦いにつながり，それが
戦闘する者にとってのリーダーに対する信頼となれば，J軍の戦い方も変わっていたであろ
う。さらに，J軍の戦闘能力のイノベーションについて論じてみたい。そのイノベーション
は，零型戦闘機，いわゆる零戦である。零戦の航続力，スピード，戦闘能力は世界最高水準
であった。しかし，零戦は攻撃力を増すために，極度に軽量され，その防衛能力は犠牲にさ
れた。そして，その材料として超軽量なジュラルミンが使用されたため，当時としてはその
入手と加工が困難となり，大量消費（消耗）に見合う，零戦の大量生産ができなくなっ
た
16)
。
敵軍が開発したのは，大量生産を前提としたグラマン F6Fであった。ここでも敵軍によ
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る戦闘の一般化（標準化）策が功を奏し，グラマン機で零戦機を倒すという一般化策が
とられ，確実に零戦を駆逐していった。零戦の防衛力は脆弱であるうえに，原料（ジュラル
ミン）や燃料不足が J軍の足かせとなった。優れた性能をもち，戦闘力を高めることは，J
軍の組織力を高めた。しかし，性能品質と製造量とのアンバランスが組織の失敗につながっ
ていった。つまり，零戦は明らかに優れていた。しかし，その防衛力不足，量的不足が J軍
内での不信の原因となった。零戦の開発，製造過程においても，ある一定時点での最高を求
める J軍の場当たり的戦術の弱さが露呈することになった。
ある一定時点で組織が環境適合した結果，組織構成員に明確にあるいは暗黙的に共有され
るようになった行動様式が組織文化である。良い組織文化が，価値を生み出すときは組織が
機能しているといえるが，固定概念の強い組織文化は組織の環境変化を遅らせてしまう。そ
の結果，一定ではない環境変化においては，J軍が辿ったような組織の破滅という状況が現
実となった。組織を破滅に導くのは，戦闘のケースではヒーローと呼ばれる指導者であるか
もしれない。ヒーローは，組織の成員の多くがその思考や行動の基準枠として考える組織の
価値を体現する人である。その価値とは，シンボルとして目に見える形で組織に浸透してい
く
17)
。場あたり的な奇襲で成功を収めてきた J軍のリーダーは，その価値を組織成員に吸収
させ，戦場の現場における多くの軍隊の心の支えとなった。さらに，零戦の技術力の高さを
誇っていた J軍の技術者は，その先進性にのみ心を奪われ，長期的な戦闘において，自国の
軍隊を防衛する（命を守る）という基本的心得を忘れていた。このような J軍の失敗から，
組織文化は一定期間機能するが，環境変化に応じて柔軟に進化しなければならないというこ
とが明らかになった。奇襲攻撃で勝利を得た J軍の組織文化は，多くの戦闘の過程で進化し
なければならなかった。
組織文化の進化の過程で，組織を正常に向かわせる統治（ガバナンス）という概念があ
る。組織の統治において重視されてきたことは，報酬という金銭がもたらす快さや，厳しい
監視とペナルティに起因する不快さである。組織構成員の心の快ならびに不快とその根本で
ある自利心に働きかけて人々になすべきことをさせるという考え方が統治の基本であった。
つまり，他者からの誘因（特に金銭的誘因）や強い牽制によって，人の行動を抑制してきた
ことが，これまでの統治の限界であると考えられる。なぜならば，個人の意思にかかわら
ず，他者からのパワーに従うことで，自分の身分を守っていくことは，自利心を生みだすか
らである。自利心とは自分の利得を最優先する心なのである。この自利心に対して人は良心
をもっており，この良心から統治を論じているのが，田中（2014）の議論である
18)
。良心と
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は，自分以外の対象にとって望ましいものを与える心，自分に与えられたことやものに応え
る心，そして，良きものを自ら求める心である。つまり，自分のためにならなくても他のた
めにはなることを志向する心が良心である。この良心による統治は，強制されるのではな
く，自発的に良いことをするべきという心に依拠している。つまり，事例で挙げた J軍の失
速は，組織を統治するリーダーあるいは軍幹部の利己心の強さゆえの結果なのである。その
過程で，信頼に基づく自制や自省ではなく，どうにかして組織を強制力で導いていこうとし
た帰結が組織の失敗となったように推測される。
3-2 組織は合理的に失敗する
従来の経済理論では，すべての人は完全合理的であり，利益と効用を最大化するように行
動すると仮定されている。完全合理的な世界ではすべての人は，完全に情報を収集できる。
そのため，組織を形成して，新たな課題に取り組むという必要性はないということが完全合
理性の特徴である。しかし，現実的にはすべての人は完全合理的ではなく，完全に非合理的
でもない。取引コスト理論では，このような人の認知に関する仮定を限定合理性という。限
定合理性のもとでは，情報の非対称性ということが問題となり，ある人は相手の情報の不備
につけこんで，たとえ悪いと思っても，利己的行動をしようとする誘惑に駆られる。この日
和見的な行動は，機会主義的行動という。相手が自分を騙そうとしているという仮定の下で
は，お互いに駆け引きが行われる。その場合，駆け引きがない場合に比べて，取引コストと
いう社会にとって余計なコストが生じる
19)
。
このような社会的コストを削減するための枠組がプリンシパル・エージエンシー関係であ
る。この理論では，すべての人間関係は依頼人であるプリンシパルと代理人であるエージェ
ントからなる関係（依頼人と代理人の関係）であるとされる
20)
。図 2-1 で示したように，信
認者は依頼人（株主や顧客），受認者は代理人（経営者）となる。このような関係性におい
て，信認関係を強固にするのが信頼という概念である。信頼は，モラル・ハザード（道徳欠
如）を牽制する力となる。信頼という心のつながりから道徳的欠如を阻止することが組織論
的に最優先されなければならない。会社機関の制度面では取締役会制度，会計監査制度，ス
トックオプション制度などの統治機能がある。いずれの制度も機関としてのブラックボック
スであり，そこに参加する人の心までも制御することはできない。
完全合理的な世界では，すべての財や資源が誰のものかをすべての人が知っていることに
なる。つまり，すべての財や資源が誰かに帰属している。この財や資源の所有者は，自分が
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それらを利用することによって生み出す価値と損失を自らの責任においてコントロールしな
くてはならない
21)
。ところが，現実にはすべての財や資源が明確に誰かに帰属しているとは
限らない。財や資源のやり繰りを，その明確な所有者が効率的に行えば，無駄な社会的コス
トは回避されうる。そのためには，誰が社会的な価値を生み出し，誰が社会的損失を生み出
したかを明確にしなくてはならない。そのような考え方の基本が所有権理論である
22)
。
公害において，経済活動をおこなって価値を得る人と疾病を被る人は別の人であり，この
ような価値創出と被害の乖離は社会にとって好ましくない。従って資源の所有者とその活動
を内部化することが所有権制度の柱となる。このような所有権を明確化するには時間と費用
が必要となる。例えば，空き家の増加によって地域の治安が悪くなっている。この空き家の
所有者は，義務として建物の撤去をしなくてはならないが，現実的には所有者を探すことの
コストは大きく，外部性による損失が大きくなる。つまり，所有権制度によってベネフィッ
トが大きければ，この制度は活かされるが，所有権制度を維持するためのマイナスが大きけ
れば，所有権の明確化はなされない方が良いということになる。外部化による社会負担の内
部化を明確にするには，個々の人の信頼関係つまり，他者のことを慮る意識が必要になって
くる。ここまで考察してきた取引コスト理論，プリンシパル・エージェンシー理論，所有権
理論の特徴を整理すると表 3-1 のようになる。
さて，取引コストがなぜに組織の不条理に結びつくのであろうか。限定合理的で機会主義
的行動がおこなわれる経済においては，合理性と効率性，倫理性は一致しない。合理的であ
るが，非効率で非倫理的な不条理現象が起こりうる。後述するように，不正な行動をしてい
る組織が，より多くの利益を得るために，活動的な組織行動をとっている。不正の慣行が当
たり前のようになっていて，組織の硬直性が効率性に結びついている組織は，より倫理的
で，より効率的なビジネスの展開方法を見つけたとしても，その新たなビジネスにすぐには
転換できない。ビジネスの慣行を変更することによって，取引コストが発生するからであ
る。法規制が現行の組織行動に適合していないとしても，不正をし続けたほうが組織として
メリットが大きい場合，組織の不条理が組織の失敗になり，倫理的な側面はその組織では無
視されてしまう。
プリンシパル・エージェンシー理論では組織の不条理は次のように説明できる。利害が不
一致で，情報の把握がプリンシパルとエージェントで異なる場合，エージェントがプリンシ
パルの情報不備に理由に，仕事上の手を抜き，怠惰になっていくことが合理的である場合，
受認者は信認者の利益を考えずに，自己の利益を追求するようになる。このような組織の不
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21) 同上書，43ページ。
22) 同上書，45ページ。
条理も，組織の失敗となる。つまり，受認者にとっての合理性と信認者に対する倫理性は相
反するのである。代理人としての経営者の倫理的な行動と自らの合理性（利益追求）が一致
しないことをプリンシパル・エージェンシー理論で考察することができる。
所有権理論では，資源や財の所有権の不明確さが，社会における外部性のデメリットを生
み出すことが説明されている。社会的なデメリットに対する責任の所在が不明確であること
が問題となる。そのために，外部性を内部化するというような，所有権に基づく規制や法律
が必要になってくる。しかし，ここでも，組織行動の惰性によって，つまり，新たな規制や
法律に則って行動することへのブレーキが組織の不条理となってしまう。現状，空気の汚れ
や地球温暖化影響を与えている組織は特別の費用を負担してはいない。逆に，その組織が合
理的に利益を得れば，目に見える形で組織はそれを手に入れることができる。つまり，この
ような所有権理論は，組織の合理性が倫理性とは結びつかない状況が延々と続く可能性を示
唆している。所有権の不明確さから，組織の不条理が組織の失敗となることを説明すること
ができる。以上，人の限定合理性に基づくつの理論から，現代の多様な組織による非倫理
的な行動が合理的行動の結果であるといえよう。限定的には合理的な組織の行動は，社会的
視点で考察すると，失敗という結果に結びついてしまうのである。
3-3 強い組織文化の逆機能
3-1 で述べたように，J軍は第次世界大戦戦争で強い組織文化の効果によって，様々な
戦いで不戦神話を継承してきた。しかし，最終的にはおよそ300万人の犠牲者を出した末，
敗戦という結果でＪ軍は組織力の弱さを露呈した。しかし，Ｊ軍はその組織文化に固執する
あまりに，自己革新能力を発揮できなかった。自己革新する組織は，その組織構成員に方向
性を与え，その協調を確保するために統合的な価値あるいはビジョンをもたなければならな
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表 3-1 つの新制度派経済学アプローチ
(出所) 菊澤（2017），49ページの表をもとに筆者作成。
外部性の内部化制度解決
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エージェンシー関
係
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機会主義的行動
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取引コスト理論
限定合理性と効用極大化
新制度派経済学
分析対象 所有関係
い。そのような組織では，組織構成員の自律性を高めるとともに，それらの構成単位が拡散
することなく総合力を発揮することが求められる。そのような過程で，組織全体がいかなる
方向へ進むべきかいうことを組織構成員全体が理解しなくてはならない
23)
。
その方向性を示すことが価値の共有であり，組織内で見解の差異やコンフリクトがあって
も，それらを統合して，発展させるという統合の理論が価値の増大を促進する。J軍は，官
僚制組織を導入していたため，統合的価値の共有に失敗していた。当時としては，地域の和
平というある意味正当な目標が，その後の個々の戦略的要素，あるいは行動規範に活かされ
ていなかった。ただし，不戦神話を貫いた強い組織の文化は存在していたので，その強さが
より緻密に戦略として機能していれば，結果は違っていたかもしれない。
企業組織においても，組織文化の逆機能は起こりうる
24)
。正社員なので長時間労働は当た
り前という空気感が仕事の現場で蔓延していれば，皆が長時間労働を肯定してしまう。現代
の労働環境において，長時間労働による過労死や自殺は社会的な問題となっている。社会的
には肯定できないが，組織内部では是認される文化は組織の疲弊を招く。このような労働慣
行を変えることは容易ではない。正社員として採用された人は，幹部候補の道が拓かれてい
る。そのため，正社員として採用された人は終身雇用を信じ，長時間労働やサービス残業で
自分の実績や価値を高めようとしている。
ただし，このような自己の高め方はメンタルヘルスの側面から見ると，健全であるとは言
えない。このような長時間労働を是認する組織文化は日本企業特有の傾向である。欧米の雇
用環境であれば，自己の能力を高めれば，より賃金の高い企業に転職することができる。日
本の雇用環境の表向きの看板は終身雇用である。定年まで働かなくてはならないというプレ
ッシャー，そして長期の雇用期間の間に昇進したいという労働者の動機が労働環境の悪化を
招いている。さて，このような組織文化をうまく利用して，労働者の労働力を吸い上げてい
ることが企業組織の大きな問題である。組織の空気つまり文化についてこられない者は企業
を去れというリーダーの意識は改善されなければならない。逆に，自己能力を高めた者は企
業を去れというスローガンの方が健全ではないだろうか。
ここまで，軍隊組織，そして企業組織の強い文化の逆機能について論じてきた。強い組織
文化の逆機能は創造ではなく，疲弊につながっていくのである。軍隊組織の失敗は多大なる
人命を犠牲にしてしまった。企業組織でも同様に，強い文化の逆機能は労働災害という犠牲
につながっている。ゆえに，リーダーとして組織を牽引する人は今うまくいっている空気感
が本当に価値を見出していけるのかを判断しなくてはならない。
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23) 戸部ほか（1991），前掲書，392ページ。
24) 池田（2017），82-86ページ。
3-4 ガバナンスが機能しない名門企業
鉄鋼の大手メーカー（以下 K社とする）で不正が行われていた
25)
。K社は顧客と契約し
た仕様に適合しない製品に関して，検査証明書の書き換えを行い，適合品として出荷してい
た。不正の対象は，2017年10月時点で過去年間に出荷されたアルミの板材や押出品，鋳鍛
造品，銅製品で年間出荷額の約％（金額にして約130億円）であった。この不正を発表し
た K社の副社長は，改ざんに関与したのは管理職を含めた数十人とし，この不正が組織ぐ
るみであったことを認めた。
K社の社長は，仕様変更を納入先に説明して，安全性を確認していたので，不正の隠し
たのではないという主張をした。この事案での不正は，契約上の基準値と異なる性能の製品
を出荷したいたことに起因する。つまり，法令には違反していなかったので，公表の必要は
ないと K社の社長が考えていたようだ。当時の経済産業大臣は，この不正は民間同士の契
約違反あり，法令違反には当たらないが，公正な取引の基盤を揺るがす不適切な行為である
という見解を出した。経済界のトップである経団連会長は，今回の不正は，日本企業への信
頼に影響を及ぼしかねない極めて由々しき事態であると語った。高品質な性能と誠実な行動
に期待する社会の信頼を損ねた K社の行動は多様なステークホルダーへの影響につながっ
ている。
K社の不良品の納入先はおよそ525社にのぼり，関連する自動車メーカー，航空機メーカ
ー，鉄道車両メーカーが安全性の確認に追われている。今回のデータ改ざんについて K社
のガバナンスに対する意識の低さが問題となっている。K社では問題が発覚した時点で品
質問題調査委員会を設置したのだが，その委員長が同社社長であった。経営する側と監視す
る側が同一という，統治不全が起きていた。社外取締役が第者委員会を作って原因究明を
していくことが常道だが，K社の社外取締役は，メインバンクの元役員などから構成され，
正面から厳しく不正を追求していく姿勢はなかった。さらに，アルミの押出品工場で不正隠
蔽が発覚し，社内調査の実効性に疑念が生じることになった。そのため，弁護士からなる外
部調査委員会が結成され，図 3-1 に示されているような K社の不正に関わる原因究明と再
発防止策に関する報告書がまとめられた。
このようなデータ改ざんや社会逸脱的な品質保証の偽装は社会に不安を与える。その結
果，企業組織を危機に追い込み，社会と企業組織のサスティナビリティに影響を与える。や
るといったことは必ずやるという意図が信頼の根幹なので，K社に限らず，企業組織の中
で不正や隠蔽がないかということを改めて確認して，調査の機会をつくるということが必要
である。安くて品質の良いものをつくるというのが日本企業の得意技であった。しかし，新
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25) K社のデータ改ざんについては『週刊東洋経済』（2017），22-25ページを参照した。
興国の追い上げにより，安さばばかりを追求せざるを得なくなり，品質の低下が日本企業の
大きな課題となっている。
．信頼構築に向けた取り組み
4-1 現代企業経営とESG
最近，優良企業に投資する人は ESGに関心を抱いている。Eは環境（environment），S
は社会（society），Gは統治（governance）である。日本では，年金積立金管理運用独立行
政法人（Government Pension Investment Fund : GPIF）が ESG 投資の普及を後押してい
る。GPIFは，MSCI（Morgan Stanley Capital International）ジャパン ESGセレクトリー
ダーズ指標を運用の指標としている。前項で述べた K社の同指標は，上から番目の AA
と評価されていた。K社は，健康経営銘柄として生産や，情報開示，労務管理などの面で
非の打ちどころのない良い会社として投資の対象となっていた。しかし，裏では，データ改
ざんという不正がおこなわれていた
26)
。
ESG 投資が広まることによって，構成銘柄に選ばれなかった企業が経営改革をするよう
になる。やがて株主を主役とした企業統治が日本企業に根付いていくプランが GPIFの目標
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26) K社と ESG 投資との関係は，『週刊東洋経済』（2017），42-43ページを参照した。
図 3-1 不正を招いたつの原因
(出所) 『週刊東洋経済』（2017），24ページの図をもとに筆者作成。
1. 収益評価に偏った経営と閉鎖的な風土
• 経営陣が収益重視の評価を推し進め，現場の実態を把握していなかった
2. バランスを欠いた工場運営
• 収益貢献を求めるあまり，実力の考慮が不十分な状態で受注した
• 製造拠点の専門性を重視し，人事異動が少なく閉鎖的な組織運営だった
3. 不適切行為を招く不十分な品質管理手続き
• 検査値の書き換えが可能だった
• 社内規格を厳しく設定し，社内規格がそもそも守れない規格となり，改ざんをした
4. 契約に定められた仕様の順守に対する意識の低下
• 契約相手が求める性能を知り，クレームを受けない範囲で改ざんをした
• 不適切行為の割合が高くなり，不適切行為を自己申告することが難しくなった
5. 不十分な組織体制
• モノづくりと品質の徹底が事業所任せになった
• 過去の問題事案の再発防止に注力し，顧客仕様の品質の順守に力を入れなかった
である。ESG 投資銘柄の選考基準は，企業性善説に基づくため，企業が不都合な情報を隠
せば投資家はなす術をもたない。MSCIジャパンは，K社の格付けを BBに引き下げ，K社
は ESG 投資先として魅力のない企業となってしまった。
プリンシパル・エージェンシー理論で考察したように，依頼人と代理人の関係性におい
て，代理人が依頼人の意に反した行動をとれば，依頼人にも不利益が生じる。必ずしも，代
理人つまり，企業経営者が倫理的な行動をとるとは限らないので，その逸脱した行為を自制
させるために，依頼人と代理人との間での信頼の構築が機能する。性善説に基づく信頼がな
ければ，ESG 投資自体が新たな投資の手法として広まっていかないであろう。代理人の不
誠実というリスクがあるために，モラル・ハザードの危険性を投資家が予め認識していくこ
とが重要である。
投資対象企業における環境，社会，コーポレートガバナンスに関わる最善の行動が最善の
長期的利益をもたらす。この理念が ESG 投資の根幹である。環境や社会，統治に配慮した
投資は利益を犠牲にする投資なのか。実は，そうではない。ESG要因は長期的にみて規制
リスクやレピュテーションリスクとなる。そのリスクを，持続的な経営の過程で回避してい
くような企業組織が ESG 視点の投資先となる。ESG要因が新たなビジネスの機会を生み出
し，現状では市場で評価されていない収益機会になる可能性もある。このような仮説に基づ
いて，ESG要因が投資判断に組み込まれている
27)
。所有権理論で述べたように，外部性の
内部化によって E（環境分野）のビジネスの発展可能性が高まる。二酸化炭素の排出権取引
や炭素税の導入といった環境側面での規制によって，企業組織が先進的な技術を活かせるチ
ャンスが到来する。従って，環境，社会，統治という伝統的で新たな視点は，投資の判断指
標として活かされていくであろう。一方で，このつの指標でマイナスの企業組織は，市場
から資金を調達できなくなる。
4-2 モラル・エコノミー
社会が企業組織を信頼し，企業組織はそれに応えて善なる行動をとるという企業性善説が
ある。一般的にはそれを前提に，人が企業組織との取引を行うときには細かな契約を結ぶこ
ともない。ところが，企業不祥事という不誠実な経営行動が明るみになると，それは大きな
問題に発展する。受認者は自分に都合の良い理屈で，大部分の信認者ならある程度のことは
許してくれるだろうと怠慢を正当化してしまう。このような甘えの論理が企業不祥事，そし
てその根底としての不誠実な経営に結びついていく。企業性善説という理想が，却って企業
の甘えを生んでしまうのである。
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27) 水口（2017），31ページ。
この甘えを防止する信認義務がインティグリティ（誠実さ）で，この概念はつの義務か
ら成り立つ。つ目は企業組織が社会の利益を考えて行動する忠実義務で，つ目は善良な
法人であれば当然払うであろう注意をもって自らを律する善管注意義務である。第の義務
は，社会との共感から生まれ，第の義務はリスクマネジメントそのものを意味する。交通
機関では安全輸送，食品企業では衛生管理，家電製造業では製造物責任といった潜在リスク
を洗い出し，未然に危機を防ぐことが善管注意義務である。いずれの義務も，企業組織の統
治機能に依存するということは言うまでもない。このつの義務を果たせない企業組織は社
会的なモラルを遵守できずに，社会から批判を浴びるようになる。
このようなモラル意識は企業組織だけに求められるのではなく，公共機関，学校，NPO
など非営利組織においてもモラル意識はその存続にとって重要である。組織の性善説に基づ
けば，あらゆる組織はモラルに従って行動すると考えられる。しかし，多様な組織によるモ
ラルを無視した行動を顧みると，利己的行動の方が優先されていると考えざるを得ない。極
限までのコストの削減や利益の増大を目指す経営が経済活動の根幹である。それとモラル意
識は相反せず，両立できるという概念がモラル・エコノミーである。モラル・エコノミーで
は，組織は利己ではなく利他的行動指針によって存続しうるのである。
社会における人と人が信頼しあい，組織内でも人と人が信頼しあうことで，モラル・エコ
ノミーは駆動するようになる。先述したように，モラル・ハザードや機会主義的行動のない
経済が実現できれば，モラル・エコノミーの実現の可能性が高まる。仮にモラル違反を阻止
する費用が発生したとしても，誠実さで経済を牽引する組織の方が，そうでない組織よりも
選好されるようになる。特に ESG 投資のつの柱（環境・社会・統治）は，新たな経済の
シンボルとなりうるし，これらつの指標が利益の追求と相反しないということは，先に述
べた通りである。ゆえに，不正なくモラルを積極的に意識する組織の持続可能性は高まると
いえよう。
4-3 共感できる組織
3-1 で述べたある軍隊組織の失敗，そして 3-4で述べた名門企業の不正案件で共通してい
ることは，組織構成員による共感意識の欠如であった。組織内の構成員がお互いの考え方を
尊重し，お互いの意識をぶつけ合う環境が整備されていなかった。その結果，戦術の失敗，
道徳的意識を遵守することの失敗が組織の失敗となった。軍隊のケースは，人的被害，国の
存亡にかかわる事態につながった。データを改ざんした企業のケースは，日本の産業の輝か
しい軌跡に傷をつけることになった。
組織内で暴走を止めるブレーキが機能していれば，組織の失敗は起こりにくい。その制御
機能を果たすのが相互信頼ということになる。相互信頼の根本にある概念は共感であり，皆
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が組織内の相手に心を開いて接することが共感の意識につながる。組織の戦術方針は正しい
のか，それは場当たり的ではないのか，利益優先主義に偏っていないのか，顧客のニーズに
応えられているかなど，リーダーを含めて組織構成員はこれらの意識を共感しなくてはなら
なかった。失敗に至る過程のどこがで，組織の自戒を目覚めさせる機会を組織にかかわる人
の多くが認識できるのである。組織にとってよい経験は，不可逆的に浸透していくという考
え方は，組織の環境適合を遅らせる。速攻攻撃で勝ち進んだ軍隊，取引相手が気がつかなけ
ればデータを改ざんしても大丈夫という鉄鋼メーカーの意識は，周囲からの影響度そして，
周囲への影響度に対応できなかったといえるだろう。
18世紀半ばに経済活動に関わる道徳感情について論じたのがアダム・スミス（Smith, A）
である。彼は『国富論』を発表する前の1759年に The Theory of Moral Sentimentを執筆し
ていた。経済活動の主体である人間に焦点をあて「人間というものをどれほど利己的とみな
すとしても，なおその生まれ持った性質の中には他の人のことを心に懸けずにはいられない
何らかの働きがあり，他人の幸福を目にする快さ以外に何も得るものがなくとも，その人た
ちの幸福を自分にとってなくてはならないと感じさせる。｣
28)
と彼は述べている。このような
感情は共感という言葉で表現されている。組織の活動を分析する際にこのような人間の感情
に関する性善説を前提とすれば，組織の活動そのものも共感を得るための活動となるはずで
あるが，現実の組織の活動においては必ずしも共感が前面に出てきていないケースが多い。
共感をベースとして組織行動の健全な行動パターンを図示すると，図 4-1 のようになる。信
頼する心が，信認関係や道徳感情につながり，それらが共感を是認する組織文化として機能
する。その結果，この組織文化が組織の良い理念となり，さらなる信頼感が蓄積される。こ
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28) Smith, A.（1759），前掲邦訳，57ページ。
図 4-1 賢明な信頼による組織への影響
キーワードは
心
賢明な信頼
道徳感情
信認
組織の理念
共感組織文化
(出所) 筆者作成。
れが，組織の信頼を構築するマネジメントのフレームワークである。
．お わ り に
本稿で取り上げた事例以外にも，自動車メーカーによる完成検査の簡略化（法令違反），
大手電機メーカーの不正会計，乳飲料メーカーの食中毒被害など，多くの組織で不祥事がお
きている。このような不祥事がなぜ跡を絶たないのか。なぜ多くの組織は過去の失敗を学習
しないのであろうか。鉄鋼メーカーの K社の不祥事は2017年秋に発覚した案件だけではな
く，K社は十数年にわたって何らかの不正を行なってきた。取引コスト理論で考察したよ
うに，度取引相手と契約してしまえば，その契約条件を頻繁に変えていくと K社にとっ
て余計なコスト（取引コスト）が発生してしまう。そのため，外見上わからなくても大丈夫
という軽い意識が K社の幹部にはあったのではないか。しかし，技術立国日本を支える鉄
鋼メーカーの対応は，ジャパンブランドを構築してきた国全体の経済活動にとって不名誉な
結果となった。
ESG 投資の判断基準は，環境・社会・統治という軸である。環境に関しては，SDGsと
いう国連による持続可能な発展という旗振りのもと，多くの企業組織が対応してきた。これ
からの企業組織が意識しなくてはならないのは，社会と統治という，成果として見えにくい
部分である。要は，組織が社会に対してよい影響を与えているか，組織内の制御機能がうま
く機能しているかが，良い組織の判断基準となりつつある。組織内制御の重要性は，軍隊の
事例からも説明することができる。成功した経験値のみで新たな戦闘に突き進み，多大な犠
牲を出したことは，組織の失敗と言わざるを得ない。自軍が勝利した時点では，相手方の能
力か劣っていたかもしれないが，相手方も進化することは明らかで，その進化の可能性を論
理的に整理して，組織を統治していくことが必要であった。このケースで，組織の失敗は必
然的な帰結であった。
両事例において，組織における信頼が欠けていた。改ざんを正そうとすることを上司に告
げる信頼，軍隊の劣勢を正直に上層部に伝える信頼がなかった。このような事例から組織の
暴走を防ぐには信頼が必要であることが明らかになった。そして，信頼がさらに共感につな
がれば，組織力は向上するのである。信頼，共感，良い組織文化のサイクルが機能すれば，
組織の失敗は防止できると考えられる。
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